
【【１１－３】】流域治水対策（砂防）【国土交通省】 （１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年の頻発化・激甚化する土砂災害に対応するため、人家が集中する地域や、地域の社会・経
済活動を支える基礎的インフラを保全する「いのち」と「くらし」を守る土砂災害対策を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】土砂災害から保
全される地域の社会・
経済活動を支える基
礎的インフラのうち、ま
ちづくり等の観点から
特に重要な箇所の割
合

補足
指標

％ 20（R2） 22 24
100

(R27)
35

（R7）

５か年 KPI ％ 20（R2） 22 24 -
35

（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※2 R7 累計

インプット

予算額（国費） 96,093 92,198 77,611 82,149 348,051

執行済額（国費）※1 95,848 81,959 6,600 184,407

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 地域の社会・経済活動を支える基礎的インフラの保全対策をおおむね完了するこ
とで、土砂災害が社会・経済活動に与える影響を最小化し、国土強靱化を図るため、
「地域の社会・経済活動を支える基礎的インフラである官公署・医療施設・学校・上
下水道施設・発電施設・道路・鉄道等のうち、街づくり等の観点から特に重要な箇
所（約32,000箇所）」を選定し、それらが砂防事業等の実施により保全される割合を
100％にすることを中長期目標とした。

・ 中長期の目標を達成するため、５か年加速化対策では、令和７年度までに砂防事
業等の進捗の加速化を図るものとして35％を目標値に設定。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 防災まちづくりの取組と一体的に実施する箇所等について優先的に予算を投入。
加えて、近年の被災箇所については、再度災害防止の観点から緊急的な対策を実
施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 再度災害防止・事前防災の観点から、当該地区における過去の災害発生状況を
踏まえ、地域で実施する防災まちづくりの取組と一体的に実施できるように地域ご
との対策内容を検討。

＜地域条件等＞

1

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

（被害軽減対策が行われた箇所）／（地域の社会・経済活動を支える基礎的インフラのうち、街づくり等
の観点から特に重要な箇所）×100

・砂防事業等の実施によって砂防関係施設の整備が進むことで、KPIが進捗する。

・土砂災害が発生すると、再度災害防止のための緊急的な対策を優先的に実施し、KPIの進捗に影響を
与える場合がある。
・物価高騰に伴う資材費や人件費の高騰が、KPIの進捗に影響を与える場合がある

令和５年 全国の土砂災害発生状況
○43道府県で1,471件の土砂災害が発生。
○死死者８名、人人家262戸の被害が生じた。

100％

0

K
P
I

達
成
率

地域の社会・経済活動を支える基礎的インフラ
である官公署・医療施設・学校・上下水道施設・
発電施設・道路・鉄道等のうち、街づくり等の観
点から特に重要な箇所（約32,000箇所）が砂防
事業等の実施により保全される割合

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、コスト縮減等の工夫の継続により、昨
今の物価高や人件費の高騰等への対応が必要。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
下図のように、期間前半には、進捗率の上昇を低めに想定しており、現在までは想定通り
進捗しているところ。期間後半にかけては、R3,R4に着手した事業の効果が発現することで
加速度的に進捗率が上昇し、目標を達成するものと想定している。

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

流域治水対策（砂防） 令和32年度 令和27年度

地域の社会・経済活動を支える基礎的イン
フラのうち、街づくり等の観点から特に重要
な箇所（約32,000箇所）の砂防事業等によ
る保全の前倒しについて、事業規模と毎年
度の平均的な予算規模により算定

【１１－３】流域治水対策（砂防）【国土交通省】 （２／４）

■昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施し対応。
■一部の実施箇所では、地元調整の難航や災害による被災、現場着手後の条件変更等により当初の想定より
遅れが発生しているが、 ICT建機を活用した施工効率の向上を図る等により工期短縮の取組を実施。
■建設現場の担い手不足に対してもDXによる効率化、省人化を実施。

コスト縮減

工期縮減・省人化

■砂防施設の材料についてはコンクリートだけでなく、現場発生材を使用したソイルセメント等の新技術を採用
し、工事のコスト縮減を実施。
■コンクリート打設後に取り外しを必要としない残存型枠を積極的に採用することで、取り外しにかかる工費の
コスト縮減を実施。

現場発生材を使用した砂防ソイルセメント
工法による打設

残存型枠を用いた砂防堰堤施工

■工事の測量や設計の段階からUAV等を活用した3次元点群データの取得、BIM・CIM（3次元モデルを含む）
を活用を行うことで、工事のみならず設計の段階から工期の縮減を実施。
■砂防工事現場における土工にICT建機を導入することで、省人化を図り工事の生産性・安全性の向上を
実施。

CIMを導入した設計・施工
ICT土工

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、砂防関係施設の整備を加速させ、完了時期を５年前倒し。

【国交】土砂災害から保
全される地域の社会・
経済活動を支える基
礎的インフラのうち、ま
ちづくり等の観点から
特に重要な箇所の割
合

26

26

76

※1 執行済額は推計値　※2 令和６年度については緊急対応枠分を含む



全ての渓流で土石流が発生
下流の人家等に甚大な被害

杷木星丸地区

土砂・流木を捕捉し
土石流被害を防止

保全対象

R5.7(施設整備後) 杷木星丸地区

【１１－３】流域治水対策（砂防）【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

① ＜5か年加速化による効果事例＞

土砂を捕捉し、人家に被害無

北海道利尻富士町（オチウシナイ川）

②＜5か年加速化による効果事例＞
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（②）①

②

-45

-40

-35

-30

-25

-20

0

50

100

150

200

250

300

350

連
続

雨
量

（
m

m
）

8/14 8/15 8/16 8/17 8/18 8/19 8/20 8/21 8/228/13

①
②

※大雨が発生したが（①）、
地下水位の上昇は抑制さ

れた（②）

③ ＜5か年加速化による効果事例＞

連続雨量 地下水位

土砂を捕捉し、人家に被害無

3

福岡県朝倉市（赤谷川）

④＜5か年加速化による効果事例＞

保全対象

公表URL（国土交通省ホームページ）：
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sa
bo/sabo01_tk_000026.html

和歌山県海南市①で3件

福岡県朝倉市④で20件

鳥取県東伯郡三朝町で2件

鳥取県鳥取市で3件

兵庫県養父市で2件

岐阜県揖揖斐川町で3件

徳島県三好市で1件

神奈川県横浜市で1件

石川県内で21件（R6能登地震）

静岡県富士宮市で1件

山形県小国町で1件

静岡県静岡市③で2件

鹿児島県鹿児島市で1件

北海道利尻富士町②で2件

富山県氷見市で1件

大分県中津市で1件

熊本県
益城市で1件

佐賀県唐津市で1件

長崎県佐世保市で1件

愛媛県三瓶町で1件

岐阜県高山市で1件
兵庫県美方郡で2件

千葉県鴨川市で1件

短時間で多量の降雨や地震による被害が確認された箇所において、

砂防施設によって土砂等を捕捉するなどした事例が、75件 報告さ

れた。5か年加速化対策等により整備した砂防施設も効果を発揮。

5 2

石川県珠洲市で1件（R5能登地震）
新潟県糸魚川市で1件（R6能登地震）

【【１１－３】】流域治水対策（砂防）【国土交通省】 （４／４）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

土砂・流木を捕捉し
土砂被害を防止

全ての渓流で土石流が発生
下流の人家等に甚大な被害

H29.7災害直後 R5.7(施設整備後)

＜災害外力に関するデータ＞
令和5年7月豪雨では、当該地域において、平成

29年7月九州北部豪雨と同規模の豪雨が発生。

＜取組状況＞
国直轄施工により砂防堰堤等を30基整備。令和5年7月豪雨では、整備した砂防堰堤等のうち

計19箇所で約10万ｍ3の土砂・流木を捕捉して土石流被害を防止。

令和5年7月10日の出水では、平成29年7月と同様に朝倉市周辺で集中豪雨となり、赤谷川流域全体で大量の土砂・流木が発生したが、整備した砂防堰堤等により土石流・流木を捕捉し、下流の土砂・
洪水氾濫被害を防止するとともに、赤谷川本川への土砂流出を軽減し、権限代行により整備した河道で安全に流下させることで、家屋浸水被害を防いだ。

＜効果発現に関するデータ＞
平成29年7月では土石流や土砂・洪水氾

濫、浸水等により258家屋の被害が生じた

が、令和5年7月豪雨では家屋被害をゼロ

に防いだ。

＜当該エリア内の関連施策の実施状況＞
「筑後川水系流域治水プロジェクト」

河道掘削や堤防･護岸整備などを実施していくことで、流域内

戦後最大の昭和28年６月洪水と同規模の洪水に対して本川の

堤防からの越水を回避するなど、あらゆる関係者が協働して

流域治水の取組を推進していき流域における浸水被害の軽減

を図る。
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近年、土砂災害の発生件数は増加傾向。
令和５年度は４３道府県で土砂災害が発生するなど、土砂災害は全国各地で発生。
気候変動の影響で土砂・洪水氾濫等の顕在化・頻発化が想定される。

流域治水の考え方に基づく、あらゆる関係者の協働による土砂災害対策として、「流域流
木対策」、「防災まちづくりとの連携」、「警戒避難体制の整備」等も併せて実施することで、
土砂災害リスクの軽減を図っていく必要がある。

令和５年 全国の土砂災害発生状況土砂災害発生件数の推移（S57～R５）

令和５年の土砂災害発生件数：1,471件

・ため池の事前放流
・下水道等の排水施設の整備
・雨水貯留タンク設置補助
・可搬式排水ポンプの設置
・水田の貯留機能向上

・内水ハザードマップの作成・更新
・ため池ハザードマップの作成
・土砂災害・浸水被害のハザードマッ

プ作成
・280MHz帯防災行政無線システムの

導入
・河川監視カメラ・水位計等設置
・ホットラインの構築
・防災に関する地区の取組支援

77



我が国は、台風の常襲
地帯にあり、地震多発
地帯で津波の来襲も多
いという厳しい地理的・
自然条件にある。日本
海沿岸では冬季風浪に
よる海岸災害も頻発して
いる。また、海岸侵食も
全国的に顕在化してき
ており、放置すれば貴重
な国土が失われることに
なり、その保全は極めて
重要である。

【【１１－４】】流域治水対策（海岸）【農林水産省・国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

気候変動による海面水位の上昇等が懸念される中、巨大地震による津波や東京湾をはじめと
するゼロメートル地帯の高潮等に対し沿岸域における安全性向上を図る津波・高潮対策を実
施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞

①② （津波・高潮対策に必要な海岸堤防等のうち必要な高さを確保している施設延長）／（津波・高
潮対策に必要な海岸堤防等の施設延長）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・海岸堤防等の嵩上げ等の整備を実施することで、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・アウトプット指標については、地元調整や関係者調整、物価上昇等による事業進捗の影響を
受けて、指標の値が変化。

指標
位置
づけ

単位

現状値（年
度）

※計画策定
時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【農水・国交】気候変動
による海面水位の上昇
等が懸念される中、災
害リスクが高い沿岸域
における安全性向上を
図る津波・高潮対策に
必要な海岸堤防等（延
長約2,700km）の整備
率（②）

補足
指標

％ 53（R1） 55 58
100

（R22）
64

（R7）

５か年

【農水・国交】気候変動
による海面水位の上昇
等が懸念される中、災
害リスクが高い沿岸域
における安全性向上を
図る津波・高潮対策に
必要な海岸堤防等（延
長約2,700km）の整備
率（①）

KPI ％ 53（R1） 55 58 -
64

（R7）

アウト
カム

- - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7 累計

インプット

予算額（国費） 26,116 23,352 22,803 23,041 95,312

執行済額（国費） 25,745 22,190 1,633 49,568

２．予算の状況（加速化・深化分）

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 目標値は、社会資本整備重点計画等を踏まえて設定。
・ 社会資本整備重点計画における中長期的目的の「安全・安心の確保」に向け、短

期目標「防災・減災が主流となる社会の実現」の一つとして、「海岸堤防等の整備
率」を指標として設定しており、令和元年度の53％から令和７年度までに64％へ引
き上げる目標としている。

・ ５か年加速化対策では、中長期の目標の整備率100％を令和32年度から令和22年
度に10年前倒しすることを目標とし、社会資本整備重点計画における令和７年度
の目標を踏まえ、令和７年度までに64％として設定。

・ 令和５年度末の時点で、KPIや、目標値、対象箇所（分母）考え方等の見直しは未
実施。今後、背後地の土地利用の変化や施設の老朽化の進行、災害等の影響に
より、対象施設の変化が見込まれること、又早期の中長期目標達成に向けて効果
的な指標を検討する必要があることから、KPI・目標の見直しが必要。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 災害リスクの大きい「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」、「日本海溝・千
島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域」及びゼロメートル地帯に加
え、高潮浸水想定区域や津波災害警戒区域の指定等のソフト対策に取り組んでい
る地域を対象に重点的に予算配分することにより、限られた予算の中で最大限の
事業効果発揮に努める。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、海岸管理者ごとに地域特性を踏ま
えた海岸保全基本計画の見直しを行い、計画に基づく海岸堤防等の整備を行う。

1

■我が国の海岸災害の特性

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

＜地域条件等＞

1

■災害発生リスク（主な地震の今後30年以内の発生確率）

（出典）地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究      開発局地震・防災研究課）
活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧（2023年１月１日での算定）を元に作成
ＵＲＬ：https://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/ichiran.pdf

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施し対応。

③③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

22

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

流域治水対策（海岸） 令和32年度 令和22年度
要整備量（毎年度管理者に対して調査）と
毎年度の平均的な予算規模より算定

＜加速化・深化の達成状況＞
津波・高潮対策に必要な海岸堤防等（延長約2,700km）について、令和７年度までの目標値
64％に対して、令和４年度（５か年２年目）は58％（KPI達成率：約53％（令和４年度までの５
か年加速化対策の予算執行率：約48％）であり、令和７年度までに目標達成の見込み

【１１－４】流域治水対策（海岸）【農林水産省・国土交通省】 （２／４）

＜目標達成見通し判断の考え方＞
海岸堤防等の整備については、複数年の工期を経て完成する場合が多いことから、執行予
算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず後年度のKPIの値に反映されるた
め、個別の対策箇所の事業内容に応じて毎年度のKPIの値の増減幅が変わる。
安定的な予算の確保の上、コスト縮減や工期短縮の取組を推進し、昨今の物価高や人件費
の高騰などの課題への対応が出来れば、５か年のKPIの目標達成は可能。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰の中で、計画当初に想定した事業量を確保するため、コスト
縮減や工期短縮、インフラストックの適正化等の取組を推進する必要
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率 【KPI①】津波・高潮対策に必要な海岸堤防等

（延長約2,700km）の整備率

①コスト縮減取組事例
（三重県津市津地区）

②コスト縮減取組事例
（大分県大分市津留地区）

②コスト縮減の取組事例
（大分県大分市津留地区）

津留地区東工区の防護ラインについて、
企業調整による見直しを行った結果、天
端高の低減等により、コスト縮減が可能
となった。【▲５億円】

①コスト縮減の取組事例
（三重県津市津地区）

現場発生材を根固石等に流用すること
により、根固め工に係る費用を縮減
【▲１億円】

当初計画

変更後

根固石は購入材

根固石は
他工区より流用

現場発生材

根固め工

60

60
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【【１１－４】】流域治水対策（海岸）【農林水産省・国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

〇５か年加速化対策等により、巨大地震による津波や東京湾をはじめとするゼロメートル地帯の高潮等に対し沿岸域における安全性向上を図る津波・高潮対策を集中的に実施

南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域における、地震・津波対策のための海岸保全施設の
整備を推進。

浸水被害などのリスクの高いゼロメートル地帯を防護し、地域住民の生命・財産を守るため海岸
堤防等の整備を推進。

津波対策について、必要堤防高の確保、液状化対策及び粘り強い構造の
海岸堤防等の整備を促進するとともにソフト対策による地域の防災力強化
を推進。

・津波浸水想定の設定
・津波災害警戒区域の指定
・ハザードマップ作成

・避難路・避難場所の整備
・情報伝達施設の整備
・避難訓練等の実施

５か年加速化対策等により実施している海岸堤防等の津波・高潮対策により、全国各地の災害リスクが高い沿岸域における安全性向上が図られている。

【【１１－４】】流域治水対策（海岸）【農林水産省・国土交通省】 （４／４）

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

気候変動の影響を踏まえれば、今後、高潮の発生頻度が増加する可能性がある。

近い将来発生が予測される南海トラフ地震等の大規模地震において、それに伴う津波の発
生が想定される。

設計対象の津波・高潮に対し必要な高さを満たさない施設については、引き続き、集中的に
海岸保全施設の嵩上げ等の整備を実施する。

＜災害外力に関するデータ＞
平成11年台風第18号と同等の潮位となっていたおそれがある。

＜取組状況＞
本対策により、護岸の嵩上げ等を実施。

4

山口県の下関港海岸では、令和４年台風第14号においては、浸水被害が発生した平成11年台風第18号と同様に最大風速が30m/sを超える激しい暴風が発生したが、３か年緊急対策及び５か年加速
化対策を含めたこれまでの護岸嵩上げ等により、高潮被害を防止した。

なお、台風接近が平成11年台風第18号と同様に大潮の時期と重なっていた場合（最大潮位T.P.+5.18m（想定））であっても、浸水被害が防止されたことが想定される。

対策前

長府扇町背後地域の浸水状況

対策後

長府扇町の越波状況

令和4年台風第14号の接近が平成11年台風第18号

と同様に大潮の時期の場合の想定

最高潮位 T.P.+５.８３ｍ T.P.+５.１８ｍ（想定）

２.２１ｍ

（潮位偏差）

T.P.+３.６２ｍ

（天文潮位）

＜大潮＞

T.P.+２.５０ｍ

（天文潮位）

＜小潮＞

１.５６ｍ

（潮位偏差）

【位置図】

下関港海岸

＜効果発現に関するデータ＞
過去の同規模の災害時と比較し、本対策によって実施した

護岸等の整備により浸水を防止・軽減。

発現効果

【下関港海岸の浸水面積】

整備後整備前

未整備区間

整備区間

平成11年台風第18号に伴う
高潮による背後道路の浸水

平成24年台風第16号に伴う
高波の越波状況
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【【１１－５】】流域治水対策（農業水利施設の整備）【農林水産省】 （１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

洪水調節機能強化のための既存農業水利施設の補修・更新、市街地・集落を含む農村地域
の排水対策のための農業水利施設の整備を推進する。

KPI
＜KPI・指標の定義＞

①（当該年度までに、湛水被害等が防止される農地及び周辺地域の面積）/（ R3～7年度の5
年間で、湛水被害等が防止される農地及び周辺地域の面積＝約21万ha）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

国や都道府県等の事業により、排水機場等の農業水利施設の整備を実施することで、市街
地・集落を含む農村地域の排水対策が行われ、豪雨・台風等による湛水被害の防止が見込ま
れる面積が増加しKPI・補足指標の進捗が図られる。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・流域開発や、降雨形態及び河川流況の変化、地盤沈下等の自然的・社会的状況の変化によ
る湛水被害等の拡大

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【農水】排水機場等の
整備により新たに湛水
被害等が防止される農
地及び周辺地域（約21
万ha）の達成率①

KPI ％ 0（R2） 27 48
調
査
中

-
100
（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7 累計

インプット

予算額（国費） 23,703 12,617 11,931 14，299 62,550

執行済額（国費） 23,474 10,936 799 35,210

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 目標値は土地改良長期計画（計画期間令和３年～７年）に基づき設定。
・令和３年３月に閣議決定された土地改良長期計画では、頻発化・激甚化する豪雨、

地震等の自然災害に適切に対応し、安定した農業経営や農村の安全・安心な暮ら
しを実現するため、活動指標として「湛水被害等が防止される農地及び周辺地域
の面積 約21万ha」を設定しており、これを測定指標の目標値として設定。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 事業の必要性、効率性、有効性等の観点から、評価を行い、優先性の高い地区を
採択している。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 気候変動の影響により頻発化・激甚化する災害に対応するため、特に浸水リスク
の低減が必要な地域において地域特性を踏まえた計画を作成し、事業を実施して
いる。

＜地域条件等＞

1

■災害発生リスク

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 目標値は土地改良長期計画（計画期間令和３年～７年）に基づき設定。

・令和３年３月に閣議決定された土地改良長期計画では、頻発化・激甚化する豪雨、
地震等の自然災害に適切に対応し、安定した農業経営や農村の安全・安心な暮ら
しを実現するため、活動指標として「湛水被害等が防止される農地及び周辺地域
の面積 約21万ha」を設定しており、これを測定指標の目標値として設定。

・ 令和５年度末の時点で、KPIや目標値、対象箇所（分母）等の見直しの予定はない。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 事業の必要性、効率性、有効性等の観点から、更新等整備の緊急性、施設の健
全度、重要度の評価を行い、優先性の高い地区を採択している。

地域条件等
を踏まえた
対応

・激甚化・頻発化する災害に対応するため、特に浸水リスクの低減が必要な地域に
おいて事業を実施している。

日本全国において短時間強雨が増加傾向にあることを踏まえ、特に浸
水リスクの低減が必要な地域において、事業を実施している。
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③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰、人手不足等に対応するため、新技術等を活用したコスト
縮減や工期短縮の取組を実施している。 ＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞取組例＞

①工期短縮取組事例
新川流域二期地区（新潟県新潟市）

②工期短縮・コスト縮減取組事例
河北潟周辺地区（石川県河北郡内灘町）

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

排水機場等の整備 令和９年度 令和７年度
土地改良長期計画に位置付けられた事業
量と毎年度の平均的な予算規模より算定

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
物価高や人件費の高騰、人手不足等の中においても、計画当初に想定した事業量
が実施可能となるよう、新技術等を活用したコスト縮減や工期短縮の取組を継続す
る。

【１１－５】流域治水対策（農業水利施設の整備）【農林水産省】 （２／４）

①工期短縮取組事例
（新川流域二期地区）

②工期短縮・コスト縮減取組事例
（河北潟周辺地区）

K
P
I

達
成
率

100％

1

予算の執行に応じて、毎年度、排水機場等の農業水利施設の整備が進んでおり、
それに伴って着実にKPI達成率が進捗し、目標を達成できる見込み

ICT建機の使用により仮設工が不要となり約３か月の工期短縮。
仮設費用4,800万円を縮減。

2

本対策により完了時期を２年前倒し

ICT施工を採用することで、丁張り設置や誘導員配置などが
不要となり施工効率が向上。従来より工期日数が約２割短縮。

バックホウ（アタッチメント装着機）
による切土法面整形

↑
車載モニターで水中の施
工面を確認

仮締切工と比較して施工費用が96％安価

3Dレーザースキャナーによる起工測量

3次元設計データの作成 従来施工と比較して延べ作業日数が約２割短縮

MCバックホウ河床掘削と
高精度屋外ARを組み合わせて施工

グリッドデータによる出来形管理
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【【１１－５】】流域治水対策（農業水利施設の整備）【農林水産省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

•

•

上幅 B=3.5ｍ

高さ
H=2.0ｍ

下幅 B=1.5ｍ

幅 B=3.4ｍ

ポンプ口径
φ550×１台
φ500×２台
φ300×１台

ポンプ口径
Φ800×１台
Φ500×３台

高さ
H=2.0ｍ

整備後

整備前

整備前

整備後

3

【【１１－５】】流域治水対策（農業水利施設の整備）【農林水産省】 （４／４）

4

４４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

低平地における湛水被害を解消するため、
排水機場の新設工事を実施し、令和５年４
月に計画排水能力3.4m3/sとなる西ノ島排
水機場を新設。

＜浮島地区の浸水推定図＞

近年、時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加しており、気候変動の影響による水害の更なる頻発化・激甚化が懸念されている。
農村地域の都市化及び混住化の進行並びに営農体系の変化等により、洪水時の流出形態が急速に変わりつつある。
農業用の排水施設の機能が低下することで災害のおそれが生じている地域において、その機能を回復して災害の未然防止又は軽減を図ることが必要である。

このため、洪水調節機能強化のための既存農業水利施設の補修・更新、市街地・集落を含む農村地域の排水対策のための農業水利施設の整備を推進する

福岡県久留米市の浮島地区は筑後川とその支流に囲まれた低平地であり、地形的な特質から大雨時に排水が効かず湛水しており、最大降水量48.0mm/hを記録した令和２年７月豪雨では地域の農地
が湛水し、営農に大きな影響を及ぼした。そのような状況の中で、排水機場の新設による排水能力の強化を行ったことで令和５年７月豪雨では最大降水量が令和２年７月豪雨よりも多い51.0mm/hを記
録したが、農地及び宅地への湛水被害を未然に防止することができ、地域の安全・安心の確保に寄与することができた。

＜対策前後の状況＞＜取り組み状況＞

＜災害の外力に関するデータ＞

0
10
20
30
40
50
60

R2.7豪雨 R5.7豪雨

最大時間雨量

48.0mm/h 51.0mm/h
（mm/h）

過去に地区内で湛水被害が生じた令和
２年７月の大雨時と同等の雨量を観測。

浮島地区は筑後川水系筑後川・田手川に囲まれて
いる。両河川は、筑後川水系流域治水プロジェクト
において堤防整備、旧堰撤去、水門整備等を行い
流域治水に寄与している。

＜当該エリア内の関連施策の実施状況＞

施策名

筑後川水系流
域プロジェクト

河川整備率
約79％→約84％

浮島地区
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